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第4章 133年関税率問題の長期化と 34年関税率の設定Jでは、 33年関税率の修正と実施をめぐる呂中交
渉を扱っている。日本領IJは、重光葵次官ら外務本省と有吉明公使ら現地外交官との関で、国民政府の交渉相
手をめぐって魁舗があったこと、また国民政府の側では、 j王兆銘ら対日協調派の交渉態度は、諸外冒との関
税率交渉のiやでも最も譲歩したものであったが、財政部や立法院は国内産業保護の観点から対日譲歩に批判
的であり、 j王兆銘の影響力の限界も相まって、妥結の可能性を遠ざけたことを実証的に論じている。換言す
れば、 33年から 34年にかけては現地軍の圧力が交渉、の場に及んでいなかったにもかかわらず、日中の妥協
はすでに不可能となっていたと指摘している。
終章「結論jでは、以上の政治外交と経済の両面からの議論を整理したうえ、塘泊停戦協定後の時期にあっ
ては、日中双方の政府レベルや現地レベルにおいて関係修復の可能性が存在したものの、双方の和解勢力の
園内政治上の立場の変化や意思疎通の不全などに妨げられたこと、ことに日本側の和解の担い手であった外
務省は、この好機を適格に把握して適切な対応策を講じていたとは言いがたく、たとえ 35年以降の日本陸
軍による華北分離工作が抑制されたとしても関係修復は密難であったと結論している。
審査の結果の要旨
本論文の一つの特徴は、日本外務省、台湾および中国の外交史料を十分に活用し、自中戦争にいたる過程
で、最も重要な時期の両国関係を多面的に分析した点にある。この時期の日中関係について国民政府史料を
活用した研究は近年、台湾や中国で盛んであるが、臼本側の一次史料をも本格的に活用し、双方の外交・経
済関係記録を突き合わせつつ、交渉プロセスの詳細を再現した研究として画期的である。
第二の特徴は、日中双方のそれぞれの外交路線をめぐる内部勢力の複雑な対立や相互作用をも分析対象と
し、重層的な関係を明らかにしている点である。例えば、国民政府内部における「対日協調派Jと f欧米派」
という対立関係についても、争点による棺違を明らかにしている。
第三の特徴は、対日外交の主体を外交部のみではなく、財政部や立法院の役割に注目した点である。とく
に、関税自主権の完全毘復後の国民政府財政の安定化と国内産業の保護という観点から、強硬な対日姿勢を
打ち出す財政部や立法院に対し、対日関係改善のため譲歩を求める庄兆銘らの影響力には限界があったこと
が指摘され、政治外交関係中心の従来の研究に新しい側面を加えている。
著者がとりあげた時期の毘中関係に関する外交・経済関係に隠する第一次資料の公開状況は、現在のとこ
ろ中国側よりむしろ日本側が充実しており、その点で中国側の動向分析がやや深みに欠けるが、これらは今
後の課題である。
本論文は、全体として、塘j古停戦協定後の「関係修復の機会jがなぜ失われたのかを、外交関係と経済関
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係の両面の分析を軸に、両国政府内部の路線対立と相互作用という観点から、きわめて高い実証性をもって
論じたものであり、重要な国際的争点となっている慮溝橋事件前の自中関係史研究に一石を投ずる意義を有
し、博士学位(国際政治経済学)の授与に相応しいものと認められる。
よって、著者は博士(国際政治経済学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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